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2第８次中期経営計画の実績(14～16年度）

中計最終年度の目標をほぼ達成。残された課題は収益力の強化。

基本目標基本目標 第８次中計期間中の主な施策第８次中計期間中の主な施策

１４年度 １５年度 １６年度 ◎資産の質の向上

・経営改善支援など債権良化への取組み

・不良債権の最終処理促進

・審査体制の再構築

◎効率性の向上

・人員構成の見直し

・チャネルの合理化

・既存システム、事務経費の削減

◎収益力の強化

・地元中小企業等貸出強化

・個人ローン増強

・フィービジネスの強化・拡大

◎ 収益力の強化

・預貸業務の再構築

・新業務からの収益拡大

◎ 資産の質の向上

◎ 効率性の向上

基本業績目標と実績基本業績目標と実績

実 績第8次中計
16年度の目標 １４年度 １５年度 １６年度

５２３ ４７３ ４９０業務純益 ５００億円以上

コア業務純益 ４４１ ４８０ ５２６５００億円以上

１１９ ２９８ ４１５経常利益 ３５０億円以上

Ｒ Ｏ Ｅ ６％以上 ２．４８ ６．８０ ７．４６

１１％程度 １１．３２ １１．３４ １１．６３自己資本比率

Ｏ Ｈ Ｒ※ ５７％程度 ６２．４ ５９．７ ５６．８

※コア業務純益ベース



3第９次中期経営計画のポイント

経営理念　：　健全、協創、地域と共に経営理念　：　健全、協創、地域と共に

目指す姿　：　質の高い総合金融サービス業目指す姿　：　質の高い総合金融サービス業

収益力の強化 (粗利益の増強)

お客様中心主義の徹底

地　域　戦　略

個人営業戦略

市場運用戦略

グループ事業戦略

経営管理の高度化

事務・システム基盤

ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ・内部管理

組織力の向上

人材マネジメント

人材育成

新たな成長ステージへの飛躍！

業績評価・組織運営

計画期間

　平成１７年度

　～平成１９年度

法人営業戦略

公共営業戦略

コンプライアンスの徹底

リスク管理・収益管理



4第９次中期経営計画の基本目標（17～19年度）

トップライン増加により一段の業績向上を実現する。

業務粗利益

１６年度実績

１，１８２

①シェア拡大
•住宅ローン新築シェア拡大
•個人ローン強化（リフォームニーズ捕捉、クロスセル）
•地元中小企業等取引シェア拡大

②預り資産営業の徹底強化
•準富裕層、資産形成層への浸透率向上
•企業オーナーおよび職域取引強化

③業務領域の拡大
•営業エリア拡大
→ＴＸ沿線地区（含む千葉、埼玉）、ほくとう地区
•新種業務等
→消費者金融分野への本格参入
•投資分野拡大

①シェア拡大
•住宅ローン新築シェア拡大
•個人ローン強化（リフォームニーズ捕捉、クロスセル）
•地元中小企業等取引シェア拡大

②預り資産営業の徹底強化
•準富裕層、資産形成層への浸透率向上
•企業オーナーおよび職域取引強化

③業務領域の拡大
•営業エリア拡大
→ＴＸ沿線地区（含む千葉、埼玉）、ほくとう地区
•新種業務等
→消費者金融分野への本格参入
•投資分野拡大

６５０

５３０

３２０

８％程度

５２％程度

１１％程度

６６％程度

１１，０００

１４％程度

２０ＢＰ程度

トップライン増加のための
キードライバー

トップライン増加のための
キードライバー

業務純益

経常利益

当期純利益

自己資本比率

Ｒ Ｏ Ｅ

Ｏ Ｈ Ｒ※１

４９０

４１５

２６１

７．４６

５６．８

１１．６３

中小企業・個人

向け貸出比率

預り資産残高

役務収支比率

信用コスト比率

県内貸出金

シェア(除く公共)

６４．２

６，７４６

１２．６

１６ＢＰ

３６．４※２

基

本

業

績

目

標

基

本

業

績

目

標

構

造

目

標

構

造

目

標

（億円） １９年度目標

１，３６０

４０％程度 （※１）コア業務純益ベース

（※２）16年9月末現在



5目標達成のための基本戦略（全体概要）

公共

③業務領域の拡大①シェア拡大
→公共セクター向け
貸出を除き県内シェア
４０％を獲得

②預り資産営業の
徹底強化
→３年間で残高１兆円へ 営業エリア

拡大
新種業務
手数料ﾋﾞｼﾞﾈｽ

投資分野拡大
（リスクテイク）

●準富裕層・資産形成層

への浸透率向上

●既存顧客に対する

資産管理強化

●コンプライアンス体制

の強化

●ＴＸ沿線地区(含

む千葉、埼玉) ・

ほくとう地区へ

の経営資源投入

（拠点、人員）

●消費者金融分野

への本格参入

→クレジットカード

本体発行

→消費者金融会社

提携カードローン

●若年層・低所得

者層への小口

与信拡大

●住宅ローン

対象先の拡大

●住宅ローン新築シェア

拡大

●リフォームローン取組

強化

●住宅ローン顧客への

クロスセル強化

個人

●千葉・埼玉地区

での営業強化

→新規取引先開拓

専担者投入

●地元中堅・中小企業取引

のシェア拡大

●小規模法人・個人事業主

取引拡大

●総合金融機能

の提供推進

●ビジネスマッチン

グへの取組強化

●市場型間接金融

への取組強化

●成長業種・成長

企業への取組

強化

●企業オーナーへの取組

強化

●職域推進強化
法人
・
個人
事業主

●開発プロジェクト関連情

報を活用した需資創造

●銀行引受債獲得推進

●ＰＦＩ等公共ビジネ

スへの取組強化

●指定金融機関業

務の有料化推進

公共

●証券化商品・外部

委託運用の強化
●対顧営業における金融商品・サービスの開発・販売促進支援市場



6目標達成のための戦略１

住宅関連ローンの持続的な拡大 ⇒ 県内新築シェア拡大と新たなマーケット開拓

県内新築シェア拡大

◎県内新設住宅市場※はＴＸ沿線開発を含め、年率５％程度

の拡大を想定。
※ＴＸ開通後の年間住宅着工件数(持家住宅＋分譲住宅)を１万５～６千戸と推定。

•成長地域への資源投入
ＴＸ沿線の守谷地区（守谷支店拡充）を強化。

•業者工作を一層強化
ノンリコースローン等の手法も含め案件持込増加を図る。

•対象先の拡大
低スコアリング先の取込み。

◎県外地域への拡大（小山、いわき、ＴＸ沿線千葉県内等）

◎リフォームローン増強

•地元建築業者との提携により、住宅ローン利用顧客の
リフォームニーズ取込みを強化。

7,599
8,147

9,640

10,310

13,000

68,978 70,383

79,928
76,991

90,000

7,000

8,000

9,000

10,000

11,000

12,000

13,000

14,000

15,000

14/3末 15/3末 16/3末 17/3末 ．．． 20/3末

（億円）
（先）

住宅関連ローン残高の推移

県内新築シェア拡大

新たなマーケット開拓

クロスセルクロスセル

◎約８万先（世帯）のフランチャイズ（住宅ローン利用者）に

対しライフステージに合わせたクロスセル推進。

•クロスセル推進のための専用商品「ローンパス」取扱開始
（１７年５月）



7目標達成のための戦略２

消費者金融分野への本格参入 ⇒ 若年層との取引拡大

●外部提携カードローン

＜特徴＞

•金利 ： １５～１８％

•限度額 ： ２００万円
•申込方法 ： 電話、ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ等

による24時間受付。

•取扱開始 ：１７年９月予定

●クレジットカード本体発行

⇒ＤＣ、ＪＣＢ両ブランド併用

①ＤＣ

•現在「常陽クレジット」を通じて
取扱中(会員数：２５万人)。

•１７年１２月を目途に、本体で の
発行に切り替える。

②ＪＣＢ

•現在ＪＣＢ子会社「いばらきＪＣＢ」
を通じて取扱中(会員数：８万人)。

※ｶｰﾄﾞ会員数

２０年３月末計画

•カードローン残高：７０億円

２０年３月末計画

•カードローン残高：７０億円

２１年３月末計画

•カード発行枚数※：５０万枚
•カードローン残高：１３０億円
•年間ｼｮｯﾋﾟﾝｸﾞ取扱高：４００億円

２１年３月末計画

•カード発行枚数※：５０万枚
•カードローン残高：１３０億円
•年間ｼｮｯﾋﾟﾝｸﾞ取扱高：４００億円

●マイカーローン推進強化

•マイカーローン県内市場
における当行シェア約５％。

（県内マイカー需要約1000億円）
•地元ディーラーの囲い込みに
より融資案件の積み上げを

図る。

⇒地元カーディーラーとの

提携

⇒損保会社との提携等

⇒見直しが検討されている

銀行代理店制度の活用等

２０年３月末計画

•ローン残高：３００億円
•県内シェア ：３０％

２０年３月末計画

•ローン残高：３００億円
•県内シェア ：３０％



8目標達成のための戦略３

預り資産残高の目標

70%

30%

円預金

預り資産

77%

23%

87%

13%

金融資産残高３０百万円超

75%

25%

〃１０～３０百万円未満

15%

85%

〃１０百万円未満

6%

94%

金額階層別預り資産の浸透状況金額階層別預り資産の浸透状況

富

裕

層

富

裕

層

準

富

裕

層

・
資

産

形

成

層

準

富

裕

層

・
資

産

形

成

層

（16年度実績） （19年度目標）

◎預り資産残高を今後３年間で１兆１千億円以上に拡大。

（現在の約１．７倍）

•個人預金の順調な増加を背景に預り資産ビジネスを一段と
強化。

•拡大のポイントは準富裕層・資産形成層への浸透率向上。

848 924 1,093
1,904

1,149 1,144

1,1141,077
1,537

2,587
259

1,140

769
780

684

4,459

6,746

2,398

3,410

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14/3末 15/3末 16/3末 17/3末 ．．． 20/3末

個人年金保険
公共債
外貨預金
投資信託

（億円）
１兆円の大台へ預り資産残高の推移

預り資産ビジネスの徹底強化 ⇒ 準富裕層・資産形成層への浸透率向上

●店頭営業力の強化→営業行員(９０名)を再配置

●インフラ整備→ＣＲＭ、ﾀﾞｲﾚｸﾄﾁｬﾈﾙ（ﾊﾛｰｾﾝﾀｰ機能拡充）

●証券仲介業への参入（１７年５月）

※金融資産残高＝円預金＋投信＋外貨預金＋公共債＋年金保険



9目標達成のための戦略４

戦略的な人員配置による競争力強化と総合金融ニーズへの対応強化

●成長地域への人員傾斜配置

•茨城県南地区および千葉、埼玉県内（常磐線、ＴＸ沿線地区）
•採用増加、本部行員削減等により１００名程度シフト

●成長地域への人員傾斜配置

•茨城県南地区および千葉、埼玉県内（常磐線、ＴＸ沿線地区）
•採用増加、本部行員削減等により１００名程度シフト

●同一経済圏に属する茨城県西地区

および栃木県南部への人員傾斜配置

・既存営業拠点の営業強化を含め

数十名程度をシフト。

●同一経済圏に属する茨城県西地区

および栃木県南部への人員傾斜配置

・既存営業拠点の営業強化を含め

数十名程度をシフト。

●茨城県内

•県内シェア４０％（除く公共）達成に向けた人員投入
①採用増加、本部人員削減により営業行員増加

→重点開拓先へ投入

②シニア、ＯＢ等の積極的活用

→小規模事業者層の開拓に投入

•人員投入に加え、本部のサポート強化、専担者配置
による職域取引の強化、税理士会等各業界団体

との提携を通してシェア拡大を図る。

●茨城県内

•県内シェア４０％（除く公共）達成に向けた人員投入
①採用増加、本部人員削減により営業行員増加

→重点開拓先へ投入

②シニア、ＯＢ等の積極的活用

→小規模事業者層の開拓に投入

•人員投入に加え、本部のサポート強化、専担者配置
による職域取引の強化、税理士会等各業界団体

との提携を通してシェア拡大を図る。



10目標達成のための戦略５

業種別取組の事例 ： アグリ（農業）⇒「食の商談会」 医療・介護分野への取組み

医療・介護医療・介護食の商談会食の商談会

●医療介護関連企業との取引強化

•再建支援から新規開業支援へシフト
→これまでは既存取引先の再建支援に注力。蓄積

したノウハウをベースに新規開業ニーズの捕捉を

強化。

＜過去１年間の実績※＞

新規開業支援件数 ２６件

融資実行額 約２０億円

※本部稟議案件のみ。店長裁量決済分を除く。

農業生産者の販路開拓を目的とした「食の商談会」を

実施。参加者：生産者３３社、食品加工・卸４１社、小売・

外食１７社の計９１社

農業生産者の販路開拓を目的とした「食の商談会」を

実施。参加者：生産者３３社、食品加工・卸４１社、小売・

外食１７社の計９１社

茨城県民10万人当りの診療所数は54ヶ所で、
全国第45位。⇒新規開業ニーズは高い。
茨城県民10万人当りの診療所数は54ヶ所で、
全国第45位。⇒新規開業ニーズは高い。



11資本の有効活用

リスク資本の状況
億円、（ ）内は、16年3月末比

自己資本

4,368

(291)

320

84

261
228

7.46%
6.80%

2.48%
2%

4%

6%

8%

10%

14年度 15年度 16年度 ．．． 19年度

0

100

200

300

400当期純利益

ＲＯＥ 億円8%程度

ROEの状況
＊実績は17/3末。

配当原資

再生所要資本

1,514（※）

(▲189)
（※）自己資本比率の４％程度に相当する金額

294(▲30)信用リスク

配賦可能資本

2,831

(462)

価格変動リスク

金利リスク 284 (▲6)

500 (▲142)

未利用資本 1,590 (646)

資本の有効活用

投資分野拡大、最適資産配分

⇒ 運用力の強化

ｵﾍﾟﾚｰｼｮﾅﾙﾘｽｸ 163 (▲6)

資本の有効活用、株主還元等

⇒ 資本効率の向上

（目標とする自己資本比率は11%程度）



12運用力の強化

統合リスク管理を踏まえた資産配分 ⇒ 運用力の強化

70%

19%

5% 6%

0%

20%

40%

60%

80%

円債 外債 株式 投資信託

最適ポートフォリオの構築

17/3末現在

＊法人貸出は公共貸出を含む。
0

100

200

300

400

500

14年度 15年度 16年度 … 19年度

円債 外債
株式 投信

（億円）

400億円程度

有価証券運用利息の状況

32,292 31,226 31,102

11,181 11,927 12,852

20,158 21,426 21,968

32,300

15,200

23,200

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

14年度 15年度 16年度 ．．． 19年度

有価証券
個人貸出金
法人貸出金等

（億円）

有価証券
＋1,200億円
ﾘｽｸの相関を踏ま
えた最適ﾎﾟｰﾄﾌｫﾘｵ
構築

個人貸出金
＋2,300億円
住宅ﾛｰﾝ中心に
増強

法人貸出金等
＋1,200億円
県内貸出ｼｪｱを
増強

統合リスク管理を踏まえた資産配分



13組織力の向上（人材マネジメント・人材育成）

業務領域拡大を踏まえた戦略的な人員配置の実施。

◎新卒採用増加、本部人員削減、シニア・ＯＢ行員

活用などにより、営業人員をトータル３００名程度

増加。

●茨城県内での営業力強化

•ＴＸ沿線地区を中心とした住宅ローン獲得
•中堅中小企業および個人事業主開拓強化
•消費者金融業務 他
●県外地域でのマーケット開拓

•営業拠点（ローンプラザ、支店）拡充に伴う行員配置

2852 2746 2582

1,295 1,377 1,400

約2,600

約1,400

約300
4,147 4,123 3,982

約4,300

0

1000

2000

3000

4000

5000

15/3末 16/3末 17/3末 ．．． 20/3末

ｽﾀｯﾌ行員
契約行員
正行員

人

営業人員の見通し営業人員の見通し ◎新卒採用増加、本部人員削減、シニア・ＯＢ行員

活用などにより、営業人員をトータル３００名程度

増加。

●ジョブチャレンジ機会の提供

•一定のキャリアを積んだ行員については、希望する分野・配属先等への異動機会を与える。
•公募制度の拡充
●スキルガイドラインの導入

•主要業務において必要とする知識・スキルの内容・レベルを示すことでキャリア開発や人材育成の指針とする。
●契約行員の積極活用

•契約行員からの正行員登用、シニア行員における営業成績に応じた契約更新等。

●ジョブチャレンジ機会の提供

•一定のキャリアを積んだ行員については、希望する分野・配属先等への異動機会を与える。
•公募制度の拡充
●スキルガイドラインの導入

•主要業務において必要とする知識・スキルの内容・レベルを示すことでキャリア開発や人材育成の指針とする。
●契約行員の積極活用

•契約行員からの正行員登用、シニア行員における営業成績に応じた契約更新等。



14経営管理の高度化（リスク管理・収益管理・システム基盤）

収益力強化の取組を支えるインフラを強化。

●基幹システム共同化

（東京三菱、ＩＢＭ、当行、地銀３行）

●営業現場におけるＩＴの活用

システム運営コストの削減と

安定稼動、顧客利便性の向上と

競争力の強化。

●リスク調整後利益（ＲＡＲ）を

ベースとした収益管理の強化

収益性の向上、

経営資源の戦略的配分。

●バーゼルⅡへの対応

●統合リスク管理態勢の強化

最適なリスク資本配賦

による収益力の強化、安定化。

リスク管理リスク管理

収益管理収益管理

システム基盤システム基盤



• 本資料には、将来の業績に関わる記述が含まれています。
こうした記述は将来の業績を保証するものではなく、経営を
取り巻く環境の変化などによるリスクや、不確実性を内包し
ておりますことにご留意ください。

＜本件に係る照会先＞

株式会社 常陽銀行 経営企画部

Ｔ Ｅ Ｌ ： ０２９－３００－２６０３

Ｆ Ａ Ｘ ： ０２９－３００－２６０２

Ｅ-mail： ir@joyobank.co.jp

U R L ： http://www.joyobank.co.jp/

＜本件に係る照会先＞

株式会社 常陽銀行 経営企画部

Ｔ Ｅ Ｌ ： ０２９－３００－２６０３

Ｆ Ａ Ｘ ： ０２９－３００－２６０２

Ｅ-mail： ir@joyobank.co.jp

U R L ： http://www.joyobank.co.jp/
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